
 

 

 

 

○特定福祉用具販売 
 

・厚生労働大臣が定める特定福祉用具販売に係る特定福祉用具の種目及び 

厚生労働大臣が定める特定介護予防福祉用具販売に係る特定介護予防福祉用具販売の種目（厚告 94） 

・介護保険の給付対象となる福祉用具及び住宅改修の取扱いについて（老企 34） 
 

＜対象種目＞ 

販売の対象となる用具は、腰掛便座、自動排泄処理装置の交換可能部品、排泄予測支援機器、入浴補助用具、

簡易浴槽、移動用リフトのつり具の部分の６種目が指定されている。 

１ 腰掛便座 

 

次のいずれかに該当するものに限る。 

①和式便器の上に置いて腰掛式に変換するもの（腰掛式に変換する場合に高さを補うものを含む） 

②洋式便器の上に置いて高さを補うもの 

③電動式又はスプリング式で便座から立ち上がる際に補助できる機能を有するもの 

④便座、バケツ等からなり、移動可能である便器（水洗機能を有する便器を含み、居室において利用可能であ

るものに限る。）。 

但し、設置に要する費用については従来通り、法に基づく保険給付の対象とならないものである。 

 

 

２ 自動排泄処理装置の交換可能部品 

 

自動排泄処理装置の交換可能部品（レシーバー、チューブ、タンク等）のうち尿や便の経路となるものであって、

居宅要介護者等又はその介護を行う者が容易に交換できるもの。 

専用パッド、洗浄液等排泄の都度消費するもの及び専用パンツ、専用シーツ等の関連製品は除かれる。 

 

３ 排泄予測支援機器 

 

利用者が常時装着した上で、膀胱内の状態を感知し、尿量を推定するものであって、一定の量に達したと推定

された際に、排尿の機会を居宅要介護者等又はその介護を行う者に自動で通知するものである。専用ジェル等装

着の都度、消費するもの及び専用シート等の関連製品は除かれる。 

 

４ 入浴補助用具 

 

座位の保持、浴槽への出入り等の入浴に際しての補助を目的とする用具であって次のいずれかに該当するものに

限る。 

①浴用椅子 → 座面の高さが概ね 35センチメートル以上のもの又はリクライニング機能を有するもの 

②浴槽用手すり → 浴槽の縁を挟み込んで固定することができるもの 

③浴槽内椅子  → 浴槽内に置いて利用することができるもの 

④入浴台 → 浴槽の縁にかけて利用する台であって、浴槽への出入りを容易にすることができるもの 

⑤浴室内すのこ → 浴室内に置いて浴室の床の段差の解消を図ることができるもの 

⑥浴槽内すのこ  → 浴槽の中に置いて浴槽の底面の高さを補うもの 

⑦入浴用介助ベルト → 居宅要介護者等の身体に直接巻き付けて使用するものであって、浴槽への出入り等を

容易に介助することができるもの 
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５ 簡易浴槽 

「空気式又は折りたたみ式等で容易に移動できるもの」であって、取水又は排水のために工事を伴わないもの 

「空気式又は折りたたみ式等で容易に移動できるもの」 

硬質の材質であっても使用しないときに立て掛けること等により収納できるものを含むものであり、居室

において必要があれば入浴が可能なもの 

 

６ 移動用リフトのつり具の部分 
 
身体に適合するもので、移動用リフトに連結可能なもの 

○２つ以上の機能を有する福祉用具について 

 

 ・福祉用具貸与の種目及び特定福祉用具の種目に該当しない機能が含まれる場合は、法に基づく保険給付

の対象外として取り扱う。 

・当該福祉用具の機能を高める外部との通信機能を有するもののうち、認知症老人徘徊感知機器におい

て、当該福祉用具の種目に相当する部分と当該通信機能に相当する部分が区分できる場合には、当該福

祉用具の種目に相当する部分に限り給付対象とする。 

  ※認知症老人徘徊感知機器本体の貸与価格に通信機能の価格を転嫁する等の行為は認められません。 
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１.（８）① 一部の福祉用具に係る貸与と販売の選択制の導入

概要
○ 利用者の過度な負担を軽減しつつ、制度の持続可能性の確保を図るとともに、福祉用具の適時・適切な利用、利用

者の安全を確保する観点から、一部の福祉用具について貸与と販売の選択制を導入する。具体的には、要介護度に関
係なく給付が可能な福祉用具のうち、比較的廉価で、購入した方が利用者の負担が抑えられる者の割合が相対的に高
い、固定用スロープ、歩行器（歩行車を除く）、単点杖（松葉づえを除く）及び多点杖を対象とする。【告示改正】

○ 福祉用具の適時・適切な利用、利用者の安全を確保する観点から、貸与と販売の選択制の導入に伴い、以下の対
応を行う。
ア 選択制の対象福祉用具の提供に当たっては、福祉用具専門相談員又は介護支援専門員（※）が、福祉用具貸与又

は特定福祉用具販売のいずれかを利用者が選択できることについて、利用者等に対し、メリット及びデメリット
を含め十分説明を行うこととするとともに、利用者の選択に当たって必要な情報を提供すること及び医師や専門
職の意見、利用者の身体状況等を踏まえ、提案を行うこととする。【省令改正、通知改正】
※ 介護支援専門員については、居宅介護支援及び介護予防支援の運営基準の解釈通知を改正。

イ 福祉用具貸与について、選択制の対象福祉用具の提供に当たっては、福祉用具専門相談員が、利用開始後６月
以内に少なくとも１回モニタリングを行い、貸与継続の必要性について検討を行うこととする。【省令改正】

ウ 特定福祉用具販売について、選択制の対象福祉用具の提供に当たっては、福祉用具専門相談員が、特定福祉用
具販売計画の作成後、当該計画における目標の達成状況を確認することとする。また、利用者等からの要請等に
応じて、販売した福祉用具の使用状況を確認するよう努めるとともに、必要な場合は、使用方法の指導、修理等
（メンテナンス）を行うよう努めることとする。【省令改正】

【福祉用具貸与★、特定福祉用具販売★、居宅介護支援★】

＜貸与後＞ 
・ 利用開始後少なくとも６月以内に一度モニタリングを実施し、貸与継
続の必要性を検討

＜販売後＞ 
・ 特定福祉用具販売計画の目標の達成状況を確認
・ 利用者等からの要請等に応じて、福祉用具の使用状況を確認し、必要
な場合は、使用方法の指導や修理等を行うよう努める

・ 商品不具合時の連絡先を情報提供

〇 選択制の対象福祉用具の提供に当たり、福祉用具専門相談員又は
介護支援専門員は、利用者に対し、以下の対応を行う。

・ 貸与と販売のいずれかを利用者が選択できることの説明
・ 利用者の選択に当たって必要な情報の提供
・ 医師や専門職の意見、利用者の身体状況等を踏まえ提案

【貸与と販売の選択に伴う判断体制・プロセス】 【貸与・販売後のモニタリングやメンテナンス等】

※ 福祉用具専門相談員が実施
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